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マスコミ 勤務先からの説明 インターネット その他
出所）連合「有期契約労働者に関する調査報告（2017年）」
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Ⅵ．非正規雇用に関する具体的な施策
これまで述べてきた非正規雇用の現状と問題から、非正規雇用に関する施策について考察す
る。具体的には、正規雇用への転換制度の構築、新たな税制度改革や社会保障制度の構築につ
いて考察していく。
１．正規雇用への転換制度の構築
現在の改正パートタイム労働法には、事業主に対してパートタイマーから通常の労働者への
転換を推進するための措置を講じる義務規定が盛り込まれている｡ また、転換制度の導入だけ
ではなく、募集求人の際に事業所のパートタイム労働者にも周知するといった措置も盛り込ま
れた｡ 独立行政法人労働政策研究・研修機構の「改正労働契約法への対応状況に関するインタ
ビュー調査（2017年）」によると、有期労働契約のあり方の見直しについては、「有期契約労
働者の契約更新判断を厳格化していく」が53.6%、「有期契約労働者の更新を抑制していく」
が46.4%となっている9）。また、無期化の推進については、「正社員とは異なる無期契約労働
者の区分を新たに検討する」と「有期契約労働者から正社員への転換制度を新設／既存のもの
を活用する」がともに35.7%となっている。つまり、既存の正社員と有期契約労働者の間に限
定正社員のような無期契約労働者の新区分を設けるか、または、そうした新区分を設けないで
正社員にするというように大きく 2 つに分かれているのである。
また、有期契約労働者を無期労働契約に転換することによるメリットとして、前述の企業調
査で最も多かった回答は「長期勤続・定着が期待できる」が61.2%、次いで「有期契約労働者
の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる」が56.5%、「要員を安定的に確保で
きるようになる」が37.0%となっている。これらの回答はどれも有期契約労働者が望んでいる
ことであり、パートタイム労働法を改正したことは、有期契約労働者にとってプラスに働いて
いることが分かる。
２．新たな税や社会保障制度の構築
企業が短時間労働者を採用する大きな要因の一つである厚生年金や健康保険適用にあたって
の労働時間の要件は、2016年４月から一定の要件を満たす週20時間以上の短時間労働者まで拡
大することとなった。これにより、被用者保険の恩恵を受けることのできなかった短時間労働
者へのセーフティーネットを強化することができた。また、労働者が非正規雇用を選択するよ
うな制度の見直しも必要であると考える。具体的には、税の配偶者控除と被扶養者認定の仕組
みで、いわゆる103万円、130万円の壁である10）。これらは就労の阻害要因になっており、こう
した就業調整の発生が働くことを希望する労働者の能力発揮や企業の生産性向上の機会を損ね
ることにつながっている。これらの制度見直しについても早急に検討すべきである。
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Ⅶ．おわりに
製造業を始めとする企業収益の回復などによって雇用情勢の改善が続いている。求人の増加
も顕著であり、有効求人倍率は2010年度の0.56倍から2017年 4 月には1.38倍へと上昇してい
る。その一方で、企業が人件費削減を図るために、正規雇用から非正規雇用への切替えが行わ
れている。平成29年 8 月発表の労働力調査によると、就業者のうち雇用者は5,840万人で、そ
のうち非正規雇用者が2,054万人と雇用者の35.1％にまで占めるようになっている。「雇用形態
の非正規化」の波は、今後も続くと考えられる。非正規雇用は雇用が不安定で、また経済的自
立が困難であることから、配偶率の低下や少子化など日本経済に大きな影響を与えることにつ
ながっている。このように日本経済にも多大な影響を与える「雇用形態の非正規化」について
対応していくことは喫緊の課題である。
本稿で最後に述べている非正規雇用に関する具体的な施策は、法制度の整備や、税制、社会
保障制度を見直すという政府が政策として取り組んでいくべきことを取り上げた。一企業の努
力ではなく、国を挙げて雇用問題に取り組んでいくことで日本企業全体の雇用環境を変化させ
ていくことができると考える。
しかし、企業の雇用に関わる問題について、国が政策として一律的に規制を強化しても妥当
性を欠くと考える。つまり、非正規雇用者を強制的に正規雇用に転換させても、かえって企業
側の雇用環境を悪化させてしまう。実際に2013年の改正労働契約法で決まった有期雇用契約
が 5 年を経過した雇用者に無期雇用に転換可能な権利を付与する制度も、逆にこの制度によっ
て雇い止めの現象を起こしてしまった。今、求められているのは、非正規雇用者のセーフティ
ーネットを充実させることである。労働者が希望する条件で能力を発揮しながら、良好な雇用
機会が得られるような環境を整備していくことが求められるのである。政府はこうした環境を
地道に整備していくべきである。
今回の研究で、就業形態によって本意型が多い場合と不本意型が多い場合があることが分か
った。しかし、厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査（2014年）」の調査によ
ると、業種によって非正規雇用の割合に大きな違いがあることが分かっている。つまり、業種
によって不本意型非正規雇用の割合に違いがあることが考えられる。今後の課題としては、業
種ごとに非正規雇用の就業形態を分析し、不本意型非正規雇用の状況を把握していく。そこか
ら、業種ごとの非正規雇用への対応を検討していきたい。
【注】
１）労働政策研究・研修機構では、就業者を従業者と休業者を合わせたもののこととしている。就業
者は、「自営業主」、「家族従業者」、「雇用者」に分かれる。
２）不本意型非正規雇用者は、総務省や厚生労働省、労働政策研究・研修機構などが数値を算出して
いるため、割合に若干のばらつきがある。
３）厚生労働省では、非正規雇用労働者を勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事
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業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者としている。
４）限定正社員とは、勤務地や仕事内容、勤務時間などを限定して働く正社員のことで、従来型の正
社員とパート、アルバイトなどの非正規社員の中間的な雇用形態を指す。
５）図４は非正規雇用の中で「他の修行形態に変わりたいとする者」全体の割合なので、この中に正
社員に移りたい者と正社員以外の就業形態を希望している者も含まれている。
６）「慶應義塾家計パネル調査」(KHPS)は、全国約4,000世帯、7,000人を対象に2004年から継続して
実施されてきた調査で就業行動や貧困動態、実物資産の世帯間移転の実態などの分析を行っている。
７）2004年から2008年までは、慶応義塾家計パネル調査（KHPS）、2009年以降は、日本家計パネル
調査（JHPS）。
８）有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消し、働く方が安心して働き続け
ることができるようにするため、労働契約法が改正された。
９）有期契約労働者の雇用管理の見直しを行った企業を対象とした調査
10）妻の年収が103万円以下であれば、所得税が全額控除となり支払う必要がない。また、妻の年収
が130万円以下の場合は、夫の扶養になり、社会保険料を負担する必要はないが、年収130万円を
超えると夫の扶養から外れ、社会保険料が自己負担となる。
【参考文献】
労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書　No.68『雇用の多様化の変遷：1994~2003』」，2006年
仁田道夫・久本憲夫編著『日本的雇用システム』ナカニシヤ出版，2008年
原田順子著『多様化時代の労働』放送大学教育振興会，2010年
山本勲著「やさしい経済学『データでみる非正規雇用』」日本経済新聞，2010年
鶴光太郎・樋口美雄・水町勇一郎編『非正規雇用改革─日本の働き方をいかに変える』日本評論社，
2011年
厚生労働省「平成23年パートタイム労働者総合実態調査」，2011年
厚生労働省「望ましい働き方ビジョン」，2012年
労働政策研究・研修機構「非正規就業の実態とその政策課題─非正規雇用とキャリア形成，均衡・均
等処遇を中心に」，2012年
厚生労働省「労働経済白書（平成23年度版）─世代ごとにみた働き方と雇用管理の動向─」，2012年
厚生労働省「労働経済白書（平成24年度版）─分厚い中間層の復活に向けた課題─」，2013年
OECD編著『日本の若者と雇用』明石書店，2013年
東京都産業労働局「パートタイマーに関する実態調査」，2014年
厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」，2014年
労働政策研究・研修機構「多様な就業形態と人材ポートフォリオに関する実態調査（事業所調査・従
業員調査）」，2014年
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「多様化する非正規雇用」，2015年
厚生労働省「厚生労働白書（平成27年度版）─人口減少社会を考える─」，2015年
厚生労働省「厚生労働白書（平成28年度版）─人口高齢化を乗り越える社会モデルを考える─」，
2016年
総務省統計局「労働力調査」，2016年
厚生労働省「賃金構造基本統計調査」，2016年
労働政策研究・研修機構「改正労働契約法への対応状況に関するインタビュー調査」，2017年
日本労働連合組合総連合会「有期契約労働に関する調査報告」，2017年
総務省統計局「労働力調査」，2019年
